
民   法



 

 

 

 

 

 

民法 

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

chapter １　民法の基本原則

chapter ２　自然人①

chapter ３　自然人②

chapter ４　自然人③

chapter ５　自然人④

chapter ６　住所・失踪の宣告 ○ ○

chapter ７　法　人

chapter ８　私権の客体

chapter ９　法律行為 ○

chapter 10　意思表示①

chapter 11　意思表示②

chapter 12　意思表示③

chapter 13　無効・取消し

chapter 14　追　認

chapter 15　代理①

chapter 16　代理②

chapter 17　代理③

chapter 18　代理④

chapter 19　代理⑤

内容
出題年度

○ ○○

○○

○

●

○ ○ ○●

○ ○

○

○

●

○ ○

○

○ ○

○

●

民法は、五肢択一式問題が９問、記述式問題が２問出題される。 
民法の出題の中心は、債権（テキストⅡで学習する。）だが、債権をテーマにした１つ

の問題のなかで、選択肢ごとにさまざまな角度から問題点を挙げて聞いてくるような、い
わゆる「複合問題」の出題が多い。 

総則（chapter １～chapter 25）からは、代理に関する問題が頻出事項である。また、代
理と同様に心裡留保、虚偽表示、詐欺、強迫などの意思表示（chapter 10～12）も頻出事
項である。 

物権（chapter 26～chapter 52）に関しては、「物権変動の対抗要件」という重要かつ頻
出の項目がある。特に、「不動産物権変動の対抗要件」である「登記」については、避け
て通れない事項である。また、個別の物権で見ると「抵当権」を中心として「所有権（共
有）」「先取特権」からの出題が多い。 
債権総論（chapter 53～chapter 75）では、「多数当事者の債権・債務」が頻出事項とな

っている。「多数当事者の債権・債務」のなかでも「連帯債務」「保証債務」「連帯保証」
の３つの出題頻度が高いと言える。試験では、これらの共通する部分（準用する規定がた
くさんある）、異なる部分を聞いてくるため、しっかり整理して理解しておく必要がある。 
債権各論（chapter 76～chapter 105）では、売買、賃貸借の他、贈与、請負、委任、不法

行為など広く出題されている。 
民法全体を見ると、債権からの出題は範囲が広いだけに、択一式問題も記述式問題も、

他の分野に比べて圧倒的に多いと言える。 
親族（chapter 106～chapter 115）と相続（chapter 116～chapter 122）の出題傾向を見る

と、一度の試験において、どちらかで１問が出題されることが多く、民法の他の分野ほど
出題数が多いわけではない。 

学習のPOINT

○は五肢択一式で出題されたもの

●は記述式で出題されたもの
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chapter １ 民法の基本原則 

 

民法の基本原則とその制約。 

 

１ 民法の基本原則                             □□□  

 民法の基本原則としては、以下の３つが挙げられるが、今日においては、後述

するように、それぞれ修正を加えられている。 

■民法の基本原則 

所有権絶対の原則  所有権は、誰に対しても自由に行使できる何らの拘束

も受けない完全な支配権であるという原則 

契約自由の原則  私人の法律関係は、私人が自由に決定することができ

るという原則 

過失責任の原則  故意又は少なくとも過失により、他人に損害を与えた

場合にのみ責任を負えば足りるという原則 

 
 民法の基本原則として、契約自由の原則の代わりに「私的自治の原則」を挙げ

る場合がある。契約自由の原則も私的自治の原則も元は同じであり、契約自由の

原則は拘束からの自由を、私的自治の原則は自己責任につながる原理を意味し、

規律する場面が異なるという考え方であるとか、また、契約自由の原則は私的自

治の原則の表れであるという考え方によるものである。 
 

２ 私権                                     □  

 憲法上の選挙権などの公権（公法上の権利）に対し、私法上の権利のことを私

権という。私権は種々の角度から分類されているが、よく使用されるのは次の分

類である。 

 

２－１ 私権の作用による分類 

支配権 権利者の意思だけで権利内容を実現す

ることのできる権利 
物権、人格権など 

請求権 他人に対して一定の行為を要求するこ

とのできる権利 
債権、物権的請求権など 

学ぶこと 

学 習 日 

★ 
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形成権 権利者の一方的意思表示によって法律

関係の変動を生じさせることができる

権利 

取消権、解除権など 

抗弁権 請求権の行使を阻止できる権利 同時履行の抗弁権、保証人

の催告・検索の抗弁権など 

 

 
・「人格権」＝身体、自由、名誉、生命などの人格上の利益をいう。 

・「物権的請求権」＝物権の内容の実現が妨げられ、又はそのおそれがある

場合に、その妨害を除去又は予防するために必要な行為を請求することが

できる権利をいう。詳細は後述する。 

 

２－２ 私権の効力による分類 

 権利の効力が一般人に及ぶものを絶対権（対世権）、特定の相手方に対しての

み及ぶにすぎないものを相対権（対人権）という。物権が前者の、債権が後者の

典型例である。 

 

３ 私権の制約                               □□□  

３－１ 公共の福祉の原則 

 私権は、公共の福祉に適合しなければならない（１条１項）。 

 私権の内容及び行使は、社会全体の利益と調和しなければならないとするもの

である。この規定が実際上問題になることは、ほとんどない。 

 

３－２ 信義誠実の原則（信義則） 

 権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない（１条

２項）。つまり、人は当該具体的事情のもとにおいて、相手方から一般に期待さ

れる信頼を裏切ることのないように、誠意をもって行動しなければならないとい

うことである。 

  信義則の機能として、以下がある。 

■信義則の機能 

具体化 
「善良な管理者の注意」（400条）、「債務の本旨に従った弁済」（493

条）等の抽象的な条文を具体化する機能を営む。 

修正 明文のない場合に新たな法規範を作り出し、さらに形式的な法規

範の適用による不都合を修正する機能を営む。 

用語解説 
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解釈基準 契約の文言が不明確な場合の解釈の基準となる機能を営む。 

 

判例は、契約が準備段階に入った場合、当事者は信義則上の注意義務を負い、

相手方に損害を及ぼしたときは、契約締結に至らなくても、いわゆる信頼利益の

損害賠償義務を負うとする（最判昭59・９・18）。 

 信義誠実の原則は、単に権利の行使、義務の履行についてのみならず、契約の

趣旨の解釈についても基準となる（最判昭32・７・５）。 

 

３－３ 権利濫用の禁止 

 権利者が、その権利をどのように行使しようと自由なのが原則であるが、権利

の濫用は許されない（１条３項）。 

 

■権利濫用の事例 

Ａ所有 

甲土地 

 

 

例えば、上記図のように、Ａの所有の甲土地の一部にＢの建物がはみ出してい

る場合は、Ａは所有権に基づいて建物を除去して土地を返還するように請求でき

るのが原則であるが、Ａの損失が軽微でＢが建物を除去するのに莫大な費用がか

かる場合は、Ａの請求は権利の濫用として許されない。 

 権利の濫用とされた判例として 判１ 宇奈月温泉事件。大判昭10・10・５ が
ある。 

 

 判１ A 

＜宇奈月温泉事件。大判昭10・10・５＞ 

 所有権の侵害があっても、それによる損失の程度がいうに足りないほど軽

微であり、しかもこれを除去することが著しく困難であり、莫大な費用を要

する場合に、所有権者が不当な利得を得る目的で、侵害の除去を請求するこ

とは、権利の濫用となる。 

 

 

 

 

Ｂ所有

の建物 

判例知識 
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■私権の制約  Chapter Check□□□ 

①私権は、公共の福祉に適合しなければならない（１条１項）。 

②権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない（１

条２項）。→契約の趣旨の解釈についても基準となる。 

③権利の濫用は、これを許さない（１条３項）。 

 

 

ポイント整理 
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chapter ２ 自然人① 

 

権利能力・意思能力・行為能力の違い。 

 

 

 

１ 権利能力 

１）意味 

  権利義務の帰属主体となれる法的地位・資格。 

＜売買契約＞ 

＜図＞ 

甲土地を売る（1000万円） 

Ａ       →         Ｂ 

甲土地を買う（1000万円） 

←  

甲土地 

         ↓ 

       売買契約成立 

         ↓ 

    Ａ            Ｂ 

①土地引渡義務      ①代金支払義務 

②登記移転義務      ②土地引渡請求権 

③代金請求権       ③登記移転請求権 

 

         ↑ 

  このように契約を締結して権利者や義務者になれる資格。 

            ↓ 

    つまり、契約に参加できる資格を「権利能力」という。 

        ↓ 

    この権利能力は全ての「人」と「法人」に認められる。 

２）取得時期 

自然人 →出生の時（３条１項）。 

      ↑ 

     胎児 

      ↓ 

    権利能力がないのが原則。 

学ぶこと 

学 習 日 

★★★ 

ベーシックポイント 
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       ↓ 

①不法行為による損害賠償請求 

②相続 

③遺贈 

     例外的に権利能力が認められる。 

 

民法３条 

第１項「私権の享有は、出生に始まる。」 

第２項「外国人は、法令又は条約の規定により禁止される場合を除き、私権を

享有する。」 

 

２ 意思能力 

 自分の行為の結果を判断できる精神能力 

       ↓ 

 意思能力なき者のなした契約（法律行為） 

       ↓ 

       無効（３条の２） 

民法３条の２「法律行為の当事者が意思表示をした時に意思能力を有しなかっ

たときは、その法律行為は、無効とする。」 

 

３ 行為能力 

１）意義 

  自らの行為だけで完全に有効な法律行為をすることができる能力。 

２）趣旨 

①意思能力のない法律行為は無効である。 

②しかし、行為当時に意思能力がなかったことを裁判で証明するのは困難で

ある。 

③また、意思能力はあるが、未成年者など取引社会に慣れていない者を保護

する必要もある。 

④そこで、意思無能力の証明困難の救済、取引社会に不慣れな者を保護する

ために一定のカテゴリーに属する者が単独でなした行為を後で取り消し

て無効にできることにした。この一定のカテゴリーの者を制限行為能力者

という。 

 

１ 権利能力                                             □□□  

１－１ 意味 

 権利能力とは、権利義務の主体となり得る資格のことである。権利能力は、自

然人のほか、法人についても一定の範囲で認められる（法人については後述する）。 
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１－２ 取得時期 

 自然人は、この権利能力を出生した時に取得する（３条１項）。 

 ここに「出生」とは、胎児が母体から全部露出した時と解されている（全部

露出説）。 

 例外として出生前の胎児も、以下の３つについては既に生まれたものとみなさ

れる。 

①不法行為による損害賠償請求（721条） 

②相続（886条） 

③遺贈（965条） 

 

したがって、胎児中に父が殺害された場合、胎児が生きて生まれたときは、加

害者に対して損害賠償を請求することができるし、父の財産を相続することもで

きる。 

 なお、既に生まれたものと「みなされる」の法的意味については、①死んで生

まれた場合を解除条件として権利能力が消滅するという解除条件説、②生きて生

まれたことを停止条件として権利能力を取得するという停止条件説があるが、判

例（判２ 阪神電鉄事件。大判昭７・10・６）は、停止条件説に立っている。 

 

 判２ A 

＜阪神電鉄事件。大判昭７・10・６＞ 

 胎児の権利能力は胎児が生きて生まれた場合に、出生の時から遡って権利

能力があるものとみなされるのであり、胎児の出生前に請求権を処分しうる 
能力を認めるものではない。たとえその能力を有しているとみても、民法で 
は胎児出生前にその処分行為を代行する機関についての規定がないから、和

解契約は胎児を代理して行われた有効な処分とは認められないので、和解契

約の効力は胎児に及ばない。 

 

２ 意思能力                                            □□□  

 契約は最後まで守らなければならない。それは自分の自由な意思で判断した契

約だからである。しかし、生まれたばかりの嬰児のように、権利能力があっても、

自由な意思に基づく判断ができない者もある。そこで、法律行為が有効に成立す

るためには、自分の行為の結果を判断することができるだけの精神能力（７～10

歳程度の子供の能力）、すなわち意思能力を有する者によってなされなければな

らず、意思能力を有しない者の法律行為は無効である（３条の２）。 

 したがって、５歳の子供や泥酔者がマンションを購入する契約をしても、その

判例知識 
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者は意思無能力者であるから、その契約は無効である。 

 

３ 行為能力                                         □□□  

 意思無能力者であったとしても、後に自分が契約をした時に意思無能力であっ

たことを証明することは容易なことではない（意思無能力であったことを証明 
すれば法律行為の無効を主張できる）。また、13歳程度の子供のように、意思能

力を有する者のなかにも独立の取引能力を有しない者もいる。 

 そこで、民法は、取引する能力の不十分な者を、①未成年者、②成年被後見人、

③被保佐人、④被補助人の４者に分類し、その保護者を設け、前者が単独で行っ

た法律行為は取り消すことができるものとした。 

 自らの行為だけで完全に有効な法律行為をすることができる能力を行為能力

というが、未成年者、成年被後見人、被保佐人及び被補助人は、この能力を制限

された者であるため、制限行為能力者といわれる。 
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